
香川県における知財活動の概要



Ⅰ.知的財産の現状
1.知的財産戦略

2.出願動向

（1）出願・登録状況

（2）地域団体商標の取得及び地理的表示保護制度の登録状況

3. 支援人材

（1）弁理士登録人数・知財総合支援窓口支援人材

4. 支援推進体制

5. 支援事業

（1）県による事業

～コラム～

（2）国との連携事業

Ⅱ.産業特性と知的財産活用事例
1.産業特性

2.県内企業等による知的財産活用事例

Ⅲ.参考資料

香川県における知的財産活動の概要 目次



Ⅰ. 知的財産の現状
1. 知的財産戦略

• 香川県では、「新・せとうち田園都市創造計画」を平成27年に策定し、「特許及び実用新案出願件数」を指標の一つに掲げ
ている。また、産業振興の指針である「香川県産業成長戦略」（平成25年）や「香川県知的財産推進プログラム」（平成21
年）により、知的財産活用等を促進している。

プラン編（24分野72の施策）

ビジョン編（基本方針と21の重点施策）

基本方針 具体的な方策

知的財産に対する知識と認識を持つ知
的財産文化の醸成

知的財産に対する知識と認識の向上に関する取組

産業振興における知的財産の創造、保
護、活用の促進

1．知的財産の創出に関する取組
・特許情報の利用促進 ・公設試験研究機関による研究開発
・企業等の技術開発等の支援 ・中小企業・ベンチャー企業等に対する支援

2．知的財産の権利化・保護に関する取組
・知的財産の管理体制の整備 ・研究開発成果の知的財産化支援
・海外出願に対する支援 ・権利侵害への対応

3．知的財産の活用に関する取組
・知的財産権情報の発信
・産学官連携等のコーディネート機能強化によるマッチングの推進
・県有知的財産の実施許諾 ・金融機関と連携した支援等

4．知的財産の活用を担う人材の育成等
・知的財産に関する意識啓発 ・専門的人材の育成

地域資源の魅力を生かした県産品のブ
ランド化の推進

・地域の魅力の発信 ・地域ブランドの創出
・海外における県産品ブランドの確立 ・地域団体商標制度の活用

県内事業者の海外展開に伴う海外の
商標問題への対応

・地名の抜駆け商標出願・登録に対する対策
・ロゴマークや地域団体商標等を活用したブランド保護
・海外の商標制度に関するセミナー等の実施
・ワンストップ窓口等による支援

地域企業等に対する知的財産支援の
ための関係支援機関の連携強化

・全庁的な体制の整備
・関係機関によるネットワークの構築

「香川県知的財産推進プログラム（平成21年）」 香川県の総合計画

新・せとうち
田園都市創造計画

新・せとうち田園都市創造計画
（平成28年度-平成32年度）

• プラン編「施策2：独自の強みを持つ企業の競争力強化の支援」において、「知的財産の創造・保護・活用な
どを支援し、イノベーションを促進する」としている。また、農林水産業の振興としても「施策7：消費者ニーズ
に即した魅力ある農産物の生産・流通・販売」において、ブランド力の強化等、販売戦略や知的財産を活用
した取組の支援が示されている。

【基本方針】成長する香川
信頼･安心の香川
笑顔で暮らせる香川

【施策２】
独自の強みを持つ企業の競争力強化の支援

【施策７】
消費者ニーズに即した魅力ある農産物の生産・
流通・販売

香川県産業成長戦略（平成25年）

産業振興の指針

出典：「平成28年度地域知財戦略調査研究事業「地域別知的財産活動に関する調査」報告書」



Ⅰ. 知的財産の現状
2. 出願動向 （1） 出願・登録状況

• 四法別出願件数の比率をみると、香川県は全国と比較して商標、意匠の割合が高い。
• 業種別（製造業）出願件数が最も多い業種は、特許がはん用機械器具製造業、商標が食料品製造業である。

四法 件数 出願順位（全国）

特許
出願 488

30
登録 270

実用新案
出願 43

24
登録 41

意匠
出願 156

21
登録 130

商標
出願 424

33
登録 303

国際出願（特許） 55 28

国際出願（商標） 12 18

四法別出願件数の比率

香川県における特許等の出願及び登録の状況

出典：特許行政年次報告書〈統計・資料編〉2017年版
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【参考】四法別出願件数の比率
（全国）

発明者数および創作者数（平成28年）

業種別（製造業）出願件数と全国順位

はん用機械器具製造業 食料品製造業

件数
県内順位

※1
全国順位

※2
件数

県内順位
※1

全国順位
※2

特許 125 1 9 7 15 20

実用新案 8 1 4 1 12 11

意匠 13 3 11

商標 5 24 17 38 1 28

平成28年 全国順位

発明者数（特許） 1,845 27

創作者数（意匠） 356 20

出典：特許庁普及支援課
※1 県内順位：香川県内における標記業種の出願件数順位を表記
※2 全国順位：標記業種における香川県内企業の出願件数全国順位を表記

特許

44%

実用新案

4%

意匠

14%

商標

38%

注：出願件数は、3ヵ年（平成26年～28年）平均値

注：出願件数は、3ヵ年（平成26年～28年）平均値

（単位：人・位）

（単位：件・位）

（単位：件・位）

出典：特許行政年次報告書〈統計・資料編〉2017年版



Ⅰ. 知的財産の現状
2. 出願動向 （1） 出願・登録状況

• 出願件数、登録件数推移は、平成27年から平成28年にかけて特許・、商標の出願・登録ともに増加している。
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出典：特許行政年次報告書〈統計・資料編〉2017年版



Ⅰ. 知的財産の現状
2. 出願動向 （2） 地域団体商標の取得及び地理的表示保護制度の登録状況

地域団体商標の取得状況（平成29年11月現在）

登録件数 出願件数 出願順位 （全国）

5 7 47

地域団体商標取得団体の分布ＭＡＰ（平成29年11月現在）

地域団体商標一覧（平成29年11月現在）

出典：特許庁ホームページ

• 地域団体商標の登録件数は5件、出願件数は7件（全国47位）である。
• 登録種別では、「伊吹いりこ」等の水産食品が多い。
• 地理的表示保護制度（GI）では、「香川小原紅早生みかん」が登録産品となっている。

出典：特許庁ホームページをもとにNTTデータ経営研究所にて作成

出典：特許庁ホームページ

（単位：件・位）

登録名称 種別

1 伊吹いりこ 水産食品

2 ひけた鰤 水産食品

3 小豆島オリーブオイル 加工食品

4 庵治石 工芸品

5 讃岐牛 食肉

4 5

2

1

3

地理的表示保護制度登録産品（平成29年12月現在）

登録名称 区分
1 香川小原紅早生みかん うんしゅうみかん

出典：農林水産省ホームページ



Ⅰ. 知的財産の現状
3. 支援人材 （1） 弁理士登録人数・知財総合支援窓口支援人材

• 弁理士登録人数は、ほぼ横ばいで推移している。知的財産管理技能士数は、平成29年4月時点で399名、全国第29位
である。

（単位：人）

香川県における弁理士登録人数の推移

窓口担当者 配置弁理士 配置弁護士 合計

3 4 1 8

知財総合支援窓口支援人材（平成29年度）

1級 2級 3級 合計
全国順位
（合計）

7 142 250 399 29

知的財産管理技能士数（平成29年4月現在）

出典： 知的財産管理技能検定ホームページ

出典： 特許庁普及支援課
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Ⅰ. 知的財産の現状
4. 支援推進体制

• 香川県の知的財産関連事業は、（公財）かがわ産業支援財団、（一社）香川県発明協会、県の3者が連携し取り組んでい
る。同財団は、知財総合支援窓口、外国出願支援を行うとともに、県が設置する知的所有権センターとして特許流通支援
などを行っている。

知的財産事業の実施体制

出典：「平成28年度地域知財戦略調査研究事業「地域別知的財産活動に関する調査」報告書」

知的財産所有権センター

香川県商工労働部
産業政策課

経済産業省・
四国経済産業局

普及啓発

知財総合支援窓口

外国出願支援事業

業務請負

（独）工業所有権情報・
研修館

• 少年少女発明クラブ研修
• 発明くふう展、発明工作教室
• 発明表彰
• 知的財産情報提供等

知的財産活性化

• かがわ知財経営塾等の開催
• 訪問指導
• 各種相談
• 中国・台湾商標出願の調査

知的財産活用促進

知的財産推進 • 外国特許出願（ＰＣＴ出願）の
経費補助

• 抜駆け商標出願に対する弁護
士相談・異議申立

補助

事務委託

• 外国出願の費用補助

（公財）かがわ産業支援財団

（一社）香川県発明協会



Ⅰ. 知的財産の現状
5. 支援事業 （1） 県による事業

• 香川県では、県内企業の知的財産関連の相談や人材育成に加えて、県内企業の戦略的な外国出願等の支援、県産品の
ブランド力強化のための支援等を展開している。

知的財産の事業

知的財産関連予算

これまでの
主な支援事例

市町村の取組で
特筆すべき事例

主な実施事業は以下のとおり。

1. 県内事業者における知的財産に関する活動の支援
海外での県地名の抜け駆け商標出願・登録等への対応や県内企業による戦略的な外国出願等を支援するため、
異議申立等の対策や外国出願への補助を実施。さらに、知的財産に関する相談体制の整備や情報提供、知的
財産を経営資源として活用できる人材育成等を行っている。

2. 知的財産権を生かした県内産品の振興
希少糖、オリーブ等地域の産品について、知的財産や販売戦略によるブランド力強化等を支援している。

1. 株式会社広立
建築塗装、看板建設工事等を手がける同社は、高天井用の照明用反射板を独自開発。知財総合支援窓口とし
て、類似品の有無や関連特許の調査を支援し、弁理士も紹介。特許、意匠出願、商標登録を行った。

2. 松浦産業株式会社
全国の把手シェア約6割を占めるプラスチック製造業の同社から、開発商品のデザインについて相談があっ
た。知財総合支援窓口はプロダクトデザイナーを紹介。さらに弁理士を紹介し、意匠登録も支援した。

• 香川県の知的財産関連予算は、平成28年度において、企業による知的財産権取得に関する振興策としての
「知的財産推進事業」(16,392千円）のほか、県産品のブランド化として、「希少糖ブランド化推進事業」
（13,400千円）等を計上している。

• 丸亀市：特許、実用新案、意匠、商標の取得に必要な経費の一部を補助している。
• 坂出市：特許出願に必要な経費の一部を補助している。
• 三豊市：中小企業者の知的財産権の取得・出願に必要な経費の一部を助成している。

出典：「平成28年度地域知財戦略調査研究事業「地域別知的財産活動に関する調査」報告書」



Ⅰ. 知的財産の現状
～コラム 「かがわ希少糖ホワイトバレープロジェクト」～

地域の成長戦略の一つとして、研究開発から生産、販売にいたる「希少糖クラス
ター」を形成し、一大産業への成長を目指す。

概要1 目標2
背景
• 平成3年、香川大学農学部に在籍していた何森健教授

（当時）が、果糖を希少糖「D-プシコース（D-アル
ロース）」に変換させる酵素を持つ微生物を発見し
た。これをきっかけに、国の知的クラスター創成事
業（平成14年～）や地域イノベーションクラスター
プログラム【都市エリア型】（平成20年～）等の大
型プロジェクトで希少糖の大量生産技術や機能性等
の研究が進み、D-プシコースの特定保健用食品の申
請や希少糖含有シロップの開発など、産学官の連携
による事業化が推進されてきた。

• 同シロップを使用し、これまで約400社2,000品目の
商品が開発されている。また、希少糖はD-プシコー
スを含め数十種類あり、固有の機能性（健康増進機
能、抗老化）を秘めていることで、産業化のシーズ
として期待されている。

県の役割
• 香川県は「かがわ希少糖ホワイトバレー」プロジェ

クトを「香川県産業成長戦略」(平成25年)の重点プ
ロジェクトに位置づけている。

• 同プロジェクトの10年後の目標とその達成に向けた
取組は次のとおりである。

目標①「知の拠点」の形成
• 大学等との研究体制を強化し、希少糖の生産や機

能性に関する研究を推進する。
• 「国際希少糖学会」での研究成果を香川から発信

する。

目標②「希少糖産業」の創出
• 企業の希少糖事業への参画を支援する等により、

生産企業や民間研究所を誘致・育成する。
• 香川大学等の糖質バイオ分野の研究成果について

事業化、商品化する県内企業の取組を支援する。
• 希少糖戦略会議等の開催等を通して、産学官連携

によるネットワークを形成する。

目標③「香川の希少糖」ブランドの確立

• 希少糖フェアの開催や
食品見本市への出展等
を展開する。

• 情報発信者向け（国際
見本市への出展等）及
び消費者向け（イベン
ト開催等）のプロモー
ションを展開する。

写真提供：香川県

＜希少糖＞

出典：「平成28年度地域知財戦略調査研究事業「地域別知的財産活動に関する調査」報告書」



Ⅰ. 知的財産の現状
5. 支援事業 （2） 国との連携事業

（単位：件）

出典： 特許庁普及支援課

知財総合支援窓口における相談件数
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平成26年度 平成27年度 平成28年度

特許 3 5 6

実用新案 0 1 0

意匠 0 0 0

商標 11 16 7

冒認対策 2 0 0

合計 16 22 13

平成26年度 平成27年度 平成28年度

80 71 80

• 知財総合支援窓口での相談件数は、毎年増加し、全国順位は30位台で推移している。
• 外国出願補助金は、平成28年度に減少し、採択件数は13件である。
• 知的財産権制度説明会（初心者向け）の参加者数は、ほぼ横ばいで推移し平成28年度は80人となっている。

外国出願補助金採択数

知的財産権制度説明会（初心者向け）参加者数

平成26年度 平成27年度 平成28年度

32 36 36

知財総合支援窓口における相談件数の全国順位

＊点線は全国47都道府県の平均値

（単位：件）

（単位：人）（単位：位）

出典： 特許庁普及支援課

出典： 特許庁普及支援課



Ⅱ. 産業特性と知的財産活用事例
1. 産業特性

• 業種別企業数は、卸売業・小売業が27.9％と最も多く、次いで建設業17.8％、製造業16.4％となっている。

業種別企業数

出典： 平成26年経済センサス

A～B 農林漁業

250 

1.6%

C 鉱業，採石業，砂利採取業

28 

0.2%

D 建設業

2,790 

17.8%

E 製造業

2,569 

16.4%

F 電気・ガス・熱供給・水道業

12 

0.1%
G 情報通信業

199 

1.3%

H 運輸業，郵便業

611 

3.9%

I 卸売業，小売業

4,370 

27.9%

J 金融業，保険業

202 

1.3%

K 不動産業，物品賃貸業

1,364 

8.7%

L 学術研究，専門・

技術サービス業

637 

4.1%

M 宿泊業，飲食

サービス業

976 

6.2%

N 生活関連サービス業，娯楽業

540 

3.5%

O 教育，学習支援業

130 

0.8%

P 医療，福祉

296 

1.9%

Q 複合

サービス

事業

1 

0.0%

R サービス業（他に分類されな

いもの）

674 

4.3%



製造品出荷額・事業所数（平成26年度）及び特許等出願件数（3ヵ年平均値） ・全国順位

注：製造品出荷額及び従業者は、4人以上の事業所の平成26年度実績値
出典：経済産業省工業統計調査（平成26年）

Ⅱ. 産業特性と知的財産活用事例
1. 産業特性

• 製造品出荷額は、「非鉄金属製造業」が最も多いが、出願件数をみると特許、商標ともに少ない。

注：出願件数は、3ヵ年（平成26年～28年）平均値
出典：特許庁普及支援課

（単位：件・位）

製造品出荷額 事業所数

業種中分類名 額（万円） 全国順位 数（所） 全国順位

非鉄金属製造業 379,568 10 11 37

食料品製造業 315,103 28 462 25

輸送用機械器具製造業 235,388 28 87 30

金属製品製造業 154,533 26 243 27

電気機械器具製造業 153,387 26 70 29
化学工業 150,574 33 42 32
プラスチック製品製造業 125,559 25 100 29
パルプ・紙・紙加工品製造業 124,791 17 68 28
はん用機械器具製造業 113,662 26 89 24
石油製品・石炭製品製造業 113,642 14 7 42
生産用機械器具製造業 110,205 31 119 34
窯業・土石製品製造業 69,807 30 139 32
印刷・同関連業 55,187 22 115 23
繊維工業 49,861 27 155 28
鉄鋼業 47,968 34 27 36
電子部品・デバイス・電子回路製造業 47,696 42 14 42
木材・木製品製造業（家具を除く） 33,506 28 48 42
飲料・たばこ・飼料製造業 27,384 40 20 47
ゴム製品製造業 17,387 28 13 34
家具・装備品製造業 14,756 32 67 28
その他の製造業 14,061 37 69 31
なめし革・同製品・毛皮製造業 10,509 9 22 12
業務用機械器具製造業 6,853 38 12 39

情報通信機械器具製造業 0 43 0 45

出願件数・全国順位

特許件数 全国順位 商標件数 全国順位

2.7 23 2.5 12

6.7 20 38.3 28

14.3 22 4.7 24

14.3 24 3.0 28

85.3 12 31.7 18

25.3 13 3.7 23

7.0 12 9.3 9

125.3 9 5.3 17

34.7 25 9.5 17

3.7 27 4.0 22

2.0 15 2.3 25

8.3 13 18.7 13

11.3 25 1.0 32

1.5 18 2.0 17

1.0 26 3.0 45

1.0 20

1.0 26 1.0 28

3.3 29 8.3 21

1.7 10 8.3 5

11.3 25 2.3 31



讃岐うどんを商標も活用してブランドとして大切に守り、他の都道府県の農業関係
者とも連携しながら小麦を中心に国産農作物の活用にも取り組む。

基本情報1

事業概要および特徴2

香川県農業試験場等と
小麦「さぬきの夢2000」を共同開発

3

Ⅱ. 産業特性と知的財産活用事例
2.県内企業等による知的財産活用事例 ① 石丸製麺株式会社

4 過去の経験から商標出願を重要視

• 所在地：香川県高松市香南町岡701
• 設 立：昭和44年10月25日
• 資本金：30百万円
• 従業員：149名（役員除く）

• うどんを中心に乾麺、半生麺の製造・販売を行
い、1日あたり20万食を提供している。

• うどんは、従来の手作業の工程を完全自動化し
た製造ラインを、自社とメーカーとの協同で製
造装置を含め開発したものを利用し生産してい
る。

• 戦後、オーストラリアの中力粉のオーストラリ
ア・スタンダード・ホワイトASWがうどん用の小
麦粉として席巻していた。そこで、農業試験場
と同社などのうどん製造業者が共同によりうど
ん用の高品質小麦である「さぬきの夢2000」と
いう品種を開発し、種苗登録した。

• 「さぬきの夢2000」はその後継品種を含め、香
川県内のみで生産されている。

• 90年代後半に同業他社が製品名の盗用被害にあっ
たり、台湾で「さぬきうどん」が商標登録される
事件などが起きたりしたことで危機感が高まった
ことが商標出願を重視するようになった大きな要
因である。



写真提供： 石丸製麺株式会社

Ⅱ. 産業特性と知的財産活用事例
2.県内企業等による知的財産活用事例 ① 石丸製麺株式会社

日本産小麦だけを使用したうどんを開発し
ブランド化を推進

5 日本産農作物を使った商品の一層の拡大6

出典：「平成28年度地域知財戦略調査研究事業「地域別知的財産活動に関する調査」報告書」

• 「さぬきの夢2000」は香川県内限定生産のため
生産量が限定されていた。他方、他の道県でも
「さぬきの夢2000」をベンチマークに良質の小
麦が生産されるようになったことから、研究の
末、これらの品種とブレンドすることで良い麺
を安定的に供給する道を見いだした。

• このうどんには「日本小麦倶楽部」という名前
をつけ、商標を取り全国展開を図っている。単
に量の確保やコスト低減だけでは無く、他県と
の協力も活発となっている。日本産小麦だけで
良質のうどんを作るというコンセプト的にも大
変優れたものと考えている。

• 「日本小麦倶楽部」の図柄は外国にも商標登録
出願を行い、日本発のブランドとして世界に発
信している。

• いくつかの都道府県産の小麦とのブレンドを現
在行っているが、他の都道府県との協力もさら
に推進していく予定であり、「日本小麦倶楽部」
はさらに発展していくと考えている。

• 小麦にとどまらず、例えば茶うどんについても
香川県産のお茶だけで無く他の都府県の茶をブ
レンドしていくことも考えており、日本農業全
体の発展に向けた取組もさらに強化していく考え
である。

＜うどん用の高品質小麦「さぬきの夢2000」＞



世界初のゴルフボールとゴルフクラブを生み出し、知的財産権を武器に競合大手他
社に対抗。

基本情報1

事業概要および特徴2

Ⅱ. 産業特性と知的財産活用事例
2.県内企業等による知的財産活用事例 ② キャスコ株式会社

大手企業との競合を契機に知的財産を強化3
• 所在地：香川県さぬき市志度5412
• 設 立：昭和39年7月（創業：昭和34年1月）
• 資本金：1億円
• 従業員：160名（役員除く）

• クラブ、ボール、手袋、バッグを中心としたゴ
ルフ用品について企画・開発・製造・販売を一
貫して行っている。

• 代表的な製品には「超高抗張力鋼」という金属
をヘッド素材とした「スーパーハイテンシリー
ズ」、1986年世界初となる多重コア構造の3ピ
ースボール、さらに、1997年4ピースボールな
どがあり世界で初めて製品化した製品もある。

• これらの新素材、新技術は特許権を取得し大手
他社に対抗してきた。研究開発と企画が一体と
なって新しいトレンドにマッチし、マーケット
がのぞむデザインを付加して商品化を図るとと
もに、意匠登録を行って保護している。

• もともと同社は、手袋の専業メーカーであり、
技術力をアピールする目的で実用新案を出願
するくらいで、特許出願は少なかった。

• 1982年ごろ、ゴルフボールの製造販売に進出
した際に、大手他社の特許に抵触しない製品
の開発や、大手他社に対して自社製品の特徴
を出すことにも大変苦労した。その経験から知
的財産の必要性を痛切に感じ、知的財産を強
化し始めた。

• 現在、知的財産担当者は1名であるが、企画開
発部門の従業員と協力して知的財産活動を行
っている。

• 企画開発部門の従業員は特許庁やかがわ産業
支援財団などのセミナーに参加し、明細書の
読み方・書き方、調査の仕方を学んでいる。

• 特許法改正にともなう社内発明報奨制度の変
更を検討し始めているところである。



Ⅱ. 産業特性と知的財産活用事例
2.県内企業等による知的財産活用事例 ② キャスコ株式会社

世界初の商品を会社全体が求めている4 今後の課題6

知的財産活動が経営に貢献5

写真提供： キャスコ株式会社

出典：「平成28年度地域知財戦略調査研究事業「地域別知的財産活動に関する調査」報告書」

• 創業時から世界初を目指すという心意気で研究開
発を進め、開発人員も全従業員の1割を占めるな
ど研究開発に力を入れている。これが「スーパー
ハイテンシリーズ」、3ピースボール及び4ピース
ボールなどの世界初の技術を使用した製品につな
がっている。

• 営業まで含めて世界初の製品を開発する意欲があ
ふれており、社内の企画開発部門への要求は高い
が、開発のための協力を惜しまない体制ができて
いる。

• 世界初の商品を製品化できたのは、開発現場と製
造現場が連携し、開発から試験のサイクルを素早
く行い、開発スピードが速いためであると考えて
いる。

• ゴルフボールの開発を始めた頃から他社の特許を
調査するとともに、自社技術を積極的に権利化す
るなど知的財産を重視してきたため、これまでの
ところ大きな係争も無くビジネスが出来ている。

• 世界初の技術を特許権で、マーケットが望む商品
デザインを意匠権で、そして製品のブランドは商
標権で保護する知的財産ミックスに努めている。

• 技術力がある会社として認識されていることが大
手ゴルフ用品メーカーが存在する中で同社がゴル
フ用品メーカーとして存在感を示している理由と
思われる。

• ゴルフボール参入後の1990年代は売り上げに占
めるゴルフボールとゴルフクラブの比率が高ま
り、これらは新技術が多く採用され特許出願も
増えた。最近は、グローブやバッグなどの比率
が高まっていることもあって特許出願が減りつ
つある状況。

• 今後は、特許を保有している事をさらにアピー
ルして共同研究先の開拓に結びつけ、共同研究
を拡充して新しい良いものを開発し、特許権に
よる保護を図っていく考えである。

＜世界初4層構造ボール「ロケッツ」（1997年発売）＞



特許出願すべきもの、営業秘密として保護すべきものを見極め、知的財産を積極
的に管理。

基本情報1

事業概要および特徴2

社内意識向上のため継続的な取組を実施3

Ⅱ. 産業特性と知的財産活用事例
2.県内企業等による知的財産活用事例 ③ 株式会社長峰製作所

支援施策を有効活用4

• 所在地：香川県仲多度郡まんのう町岸上1725-26
• 設 立：昭和43年11月（創業：明治44年1月）
• 資本金：193百万円
• 従業員：80名（役員除く）

• 創業100周年を越える老舗企業で、ミクロの技
術で金型から製品まで一貫生産している。

• もともとは金型メーカーであったが、同業他社
が海外進出する時期に同社は国内に残る道を選
択。その後、じっくり開発する仕事は減少し短
納期の依頼ばかりとなった。そこで、金型の販
売は継続するも、金型から作られる製品のマイ
クロセラミックスやハニカム触媒といった新た
な事業分野に進出した。

• 現在は、金型、マイクロセラミックス及びハニ
カム触媒がそれぞれ売り上げの3分の1を占める
までになっている。

• 先代社長が特許権の取得に熱心であり、事業が
苦境に陥った際に、同社では活用していなかっ
た特許権を売却して急場を凌いだ経験があり、
特許に助けられたとの思いがある。

• 現在は、知的財産に詳しい技術顧問が新入社員
への知的財産教育をはじめとして、週2回、技
術開発部門への訪問を通じて知的財産関係を指
導している。

• 特許庁による研究開発型企業を対象とした特許
料及び審査請求料の減免制度や外国出願補助金
（商標）、知財総合支援窓口（意匠）等、知的
財産支援機関の支援施策を積極的且つ有効に活
用している。



写真提供： 株式会社長峰製作所

Ⅱ. 産業特性と知的財産活用事例
2.県内企業等による知的財産活用事例 ③ 株式会社長峰製作所

特許と営業秘密を必要に応じ使い分け5

他社や大学からの反応により、知財財産の成
果を感じている。

6

自社技術の更なる発展とブランド価値の
強化を目指す

7

出典：「平成28年度地域知財戦略調査研究事業「地域別知的財産活動に関する調査」報告書」

• 金型はノウハウの塊であり基本的には特許出願
しないが、最終製品を販売するものや補助金を
活用して開発したもの、国からの受託開発・共
同開発などは特許出願することになる。

• 発明を特許出願するのか、営業秘密として管理
するかは知的財産担当者と開発責任者が協議し
て決定しており、営業秘密として管理する場合
は公証人役場で証明を取得するなど知的財産管
理を実践している。

• 他社から追いつかれない技術を開発することを
目指して日夜研究開発活動を行っている。

• 微細な製品のため商標を直接付すことは難しい
が、同社のブランド価値を向上させるために、
包装等に商標を付すことでブランド価値を高め
ていく考え。

• 特許審査の過程で他社から情報提供を受けるこ
とがあり、長峰製作所の開発方針が間違ってい
ないことが確認できていると考えている。

• 特許情報を見た大学の関係者から共同開発のオ
ファーを受けることがあり、知的財産の成果を
感じている。

＜同社の開発製品「マイクロハニカム」＞



顧客企業のニーズをとらえた技術を一早く具体化し、特徴的な技術を早期審査制
度を活用して早期に権利化。

基本情報1

事業概要および特徴2

顧客企業との商談の中でアイデアが生まれる3

Ⅱ. 産業特性と知的財産活用事例
2.県内企業等による知的財産活用事例 ④ ミノツ鉄工株式会社

• 所在地：香川県三豊市三野町吉津乙2039-1
• 設 立：昭和47年1月15日
• 資本金：10百万円
• 従業員：60名（役員除く）

• 同社は、クレーンなどの先端に取り付け、荷役
や掘削などを行う「バケット」の専門メーカー
である。バケットについては60％以上のシェア
を誇っている。特に海上で用いられるバケット
に強みがある。新しいバケットの製造販売はも
ちろん、顧客企業から預かったバケットのメン
テナンスも行っている。

• もともとはバケットの修理を行う会社として始
まったが、バケットの製造･販売を行うメーカ
ーとして成長した。現在では顧客企業の要望を
実現する、特徴あるバケットの開発・製造メー
カーとなっている。

• バケットの特徴的なところは特許により保護し
ている。

• もともと、バケットの修理のみを事業としてい
たため、特許出願は行っていなかった。その後
事業を拡大し、バケットの製造に参入し、顧客
の要求に応じたバケットを製造するようになっ
た。

• 顧客企業との商談の中でこれまでと違う新しい
バケットを制作することになり、その中にはこ
れまで存在しなかったような特徴あるバケット
もあったので、それら新バケットを保護するた
めに特許出願するようになった。

• 傾斜面の浚渫が可能なバケット（特許第
4851634号）、持ち上げ時にバケット内の浚渫
土砂が漏れない構造としたバケット（特許第
4748743号）など特徴的な技術の権利化を確実
に行っている。



Ⅱ. 産業特性と知的財産活用事例
2.県内企業等による知的財産活用事例 ④ ミノツ鉄工株式会社

早期審査制度を積極的に利用4 技術相談の増加と製品ラインナップの充実5

新規バケットの研究開発と権利化6

写真提供： ミノツ鉄工株式会社

出典：「平成28年度地域知財戦略調査研究事業「地域別知的財産活動に関する調査」報告書」

• 最近の港湾設備などの改良工事の入札では、工
事で用いる予定の新技術についての説明を求め
られることとも関係するが、特許出願や実際に
特許権を保有している技術力が評価されて、顧
客企業（港湾設備建設会社）から技術改良相談
が増えてきている。

• 実用化する発明を確実に権利化につなげていっ
た結果、安定的に提供できるバケットの種類が
増えてきた。例えば、港の海底の法面を斜めに
浚渫するのに適したくバケット、海底面をなら
す機能が付加されたバケットなど、競合会社に
先駆けた製品ラインナップを揃えており、権利
取得が経営に貢献していると考えている。

• 実用化を予定する技術について、出願前に特許
事務所に先行技術の有無を調査してもらい、権
利化が見込めるものに絞って出願している。

• ほとんどの出願について早期審査制度を活用し
ており、最近の出願は、出願から3ヶ月程度で
登録に至っている。他社の模倣を防ぐのに役立
っているものと考えている。

• 特許第5815908号の「グラブバケット」は浚渫
面を均す装置が取り付けられたバケットの発明
であるが、平成27年7月14日に出願し、わずか2
ヶ月後の同年9月16日には特許査定を受けてい
る。

• 掘削作業と均し作業を一つのバケットで行うこ
とができる、同社の特徴あるバケットである。

• バケットの使用現場を観察し、潜在的な課題を把
握することでさらなる開発につなげて行く考えで
ある。

• 特に、現在人力に頼っているところや、他の機材
で行っている作業をバケットだけで実現できるよ
う研究開発を進めていく考えである。

• また、例えばバケットに取り付け可能なアタッチ
メントの開発などは、港湾施設などの現場での省
力化や効率化に貢献できるものと考えており、そ
の成果である新しい技術を特許で守って行きたい
と考えている。

＜同社の代表製品で海底などの掘削作業に用いる「ドレッジャーバケット」＞



Ⅲ.参考資料
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（単位：人・世帯）

出典：総務省 住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数

• 人口は減少しているが、世帯数は増加傾向にある。

1. 産業の現状
（1） 人口および世帯数

1,009,794 1,006,488 1,010,707 1,010,028 1,005,570 1,002,173 997,811

413,948 416,706 424,532 427,135 430,089 433,549 436,123

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

人口 世帯数

年 男 女 人口 世帯数

平成
23年

486,413 523,381 1,009,794 413,948
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486,601 523,427 1,010,028 427,135

平成
27年

484,723 520,847 1,005,570 430,089
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人口および世帯数の推移

（単位：人・世帯）



• 企業数では、卸売業・小売業が最も多く、次いで建設業が多い。
• 卸売業・小売業は平成24年に減少したが、平成26年は微増に転じた。

1. 産業の現状
（2） 業種別企業数

出典：経済センサス（平成21年・24年・26年結果）
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1. 産業の現状
（3） 規模別事業所数

出典：経済センサス 活動調査（平成24年、平成26年）

従業員規模別事業所数の推移

• 事業所数は、平成24年から平成26年の間に129所増加している。
• 従業員規模別事業所数は、従業員規模1～4人の事業所の割合が全国と比べて高い傾向である。

事業所数
従業者数

（人）
事業所数

従業者数
（人）

A～R全産業（Ｓ公務を除く） 48,381 426,402 48,510 437,572

1～4人 29,205 62,620 29,090 61,482

5～9人 9,550 62,443 9,483 61,971

10～29人 6,931 110,148 7,146 114,595

30～49人 1,209 45,487 1,275 47,683

50～99人 815 55,632 846 57,435

100～299人 361 55,529 375 56,324

300人以上 66 34,543 69 38,082

出向・派遣従業者のみ 244 - 226 -

平成24年 平成26年

従業者規模

1～4人
60.0%

5～9人
19.5%

10～29人
14.7%

30～49人
2.6%

50～99人
1.7%

100～299人
0.8%

300人以上
0.1%

出向・派遣従業者のみ

0.5%

従業員規模別事業所数の割合（平成26年）

【参考】従業員規模別
事業所数（全国）

1～4人
58.2%

5～9人
19.7%

10～29
人

15.9%



1. 産業の現状
（4） 業種別売上高

• 業種別売上高では、卸売業・小売業が最も高く、次に製造業となっている。
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（単位：百万円）

業種別売上高

出典：経済センサス 活動調査（平成28年）



注：従業者4人以上の事業所
出典：経済産業省工業統計調査（平成22年～26年）

産業中分類別製造品出荷額および事業所数（平成26年度）

注：従業者4人以上の事業所
出典：経済産業省工業統計調査（平成26年）

• 製造品出荷額は、平成25年に前年より大きく減少した。
• 産業分類別では「非鉄金属製造業」の出荷額が最も多く、「食料品製造業」が次いでいる。
• 事業所数は「食料品製造業」が462所と最も多く、全国順位では「なめし革・同製品・毛皮製造業」が12位で最も高い。

（単位：百万円/所/位）

1. 産業の現状
（5） 製造品出荷額
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製造品出荷額の推移
（単位：億円）

製造品出荷額 事業所数

額（百万円） 全国順位 数（所） 全国順位

非鉄金属製造業 379,568 10 11 37

食料品製造業 315,103 28 462 25

輸送用機械器具製造業 235,388 28 87 30

金属製品製造業 154,533 26 243 27

電気機械器具製造業 153,387 26 70 29

化学工業 150,574 33 42 32

プラスチック製品製造業（別掲を除く） 125,559 25 100 29

パルプ・紙・紙加工品製造業 124,791 17 68 28

はん用機械器具製造業 113,662 26 89 24

石油製品・石炭製品製造業 113,642 14 7 42

生産用機械器具製造業 110,205 31 119 34

窯業・土石製品製造業 69,807 30 139 32

印刷・同関連業 55,187 22 115 23

繊維工業 49,861 27 155 28

鉄鋼業 47,968 34 27 36

電子部品・デバイス・電子回路製造業 47,696 42 14 42

木材・木製品製造業（家具を除く） 33,506 28 48 42

飲料・たばこ・飼料製造業 27,384 40 20 47

ゴム製品製造業 17,387 28 13 34

家具・装備品製造業 14,756 32 67 28

その他の製造業 14,061 37 69 31

なめし革・同製品・毛皮製造業 10,509 9 22 12

業務用機械器具製造業 6,853 38 12 39

情報通信機械器具製造業 0 43 0 45



1. 産業の現状
（6） 県内総生産

• 平成26年度の県内総生産は、約3.7兆円である。増加率は、平成25年度に全国平均を下回っている。

出典：内閣府 県民経済計算（平成15年度～平成26年度）
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出典：地域経済分析システム（RESAS）産業構造マップ-全産業の構造

• 産業分類別の付加価値額では、製造業が約2,973億円と最も高く、次いで卸売業・小売業が約2,725億円、
医療・福祉が約1,592億円となっている。

産業大分類別付加価値額（企業単位）（平成24年）

1. 産業の現状
（7） 付加価値額



• 付加価値額、労働生産性ともに「パルプ・紙・紙加工品製造業」の特化係数が高い。

製造業中分類別産業特化係数（平成24年）及び特許等出願件数（3ヵ年平均値） ・全国順位

注：特化係数：域内のある産業の比率を全国の同産業の比率と比較したもの
1.0を超えていれば、当該産業が全国に比べて特化している産業とされる

労働生産性の場合は、全国の当該産業の数値を1としたときの、ある地域の当該産業の数値
出典：地域経済分析システム（RESAS）地域経済循環マップ－産業別特化係数

平成24年

業種中分類名
付加価値額
（百万円）

従業者数
（人）

特化係数
（付加価値額）

特化係数
（労働生産性）

非鉄金属製造業 2,114 448 0.29 0.65

食料品製造業 44,054 15,533 1.40 0.68

輸送用機械器具製造業 18,127 3,068 0.52 1.05

金属製品製造業 31,804 6,311 1.48 1.06

電気機械器具製造業 21,804 4,017 1.05 0.98

化学工業 31,730 3,271 0.80 0.85

プラスチック製品製造業 19,853 4,668 1.36 0.84

パルプ・紙・紙加工品製造業 22,965 3,148 2.79 1.27

はん用機械器具製造業 10,272 2,557 0.75 0.67

石油製品・石炭製品製造業 161 24 0.04 0.30

生産用機械器具製造業 14,355 4,155 0.63 0.58

窯業・土石製品製造業 9,814 3,131 0.95 0.57

印刷・同関連業 17,056 4,620 1.51 0.83

繊維工業 12,590 4,101 1.33 0.89

鉄鋼業 5,066 846 0.51 0.98

電子部品・デバイス・電子回路製造業 10,479 2,270 0.80 0.98

木材・木製品製造業（家具を除く） 5,844 1,559 2.17 1.03

飲料・たばこ・飼料製造業 1,196 346 0.16 0.45

ゴム製品製造業 2,250 471 0.43 0.84

家具・装備品製造業 4,986 1,553 1.39 0.87

その他の製造業 6,144 2,382 0.94 0.65

なめし革・同製品・毛皮製造業 1,471 645 1.99 0.71

業務用機械器具製造業 2,396 520 0.17 0.62

情報通信機械器具製造業 473 105 0.03 0.66

注：出願件数は、3ヵ年（平成26年～28年）平均値
出典：特許庁普及支援課

（単位：件・位）

出願件数・全国順位

特許件数 全国順位 商標件数 全国順位

2.7 23 2.5 12

6.7 20 38.3 28

14.3 22 4.7 24

14.3 24 3.0 28

85.3 12 31.7 18

25.3 13 3.7 23

7.0 12 9.3 9

125.3 9 5.3 17

34.7 25 9.5 17

3.7 27 4.0 22

2.0 15 2.3 25

8.3 13 18.7 13

11.3 25 1.0 32

1.5 18 2.0 17

1.0 26 3.0 45

1.0 20

1.0 26 1.0 28

3.3 29 8.3 21

1.7 10 8.3 5

11.3 25 2.3 31

1. 産業の現状
（8） 産業別特化係数



• 生産（付加価値額）は、第３次産業が中心である。分配（所得）は、雇用者所得がわずかに地域外に流出しているものの
その他所得で地域外から流入しているため、全体ではわずかであるが流入超過となっている。

• 支出は、民間投資額が地域外から流入しているが、民間投資額、その他支出で地域外に流出しているため、全体では
流出超過となっている。

地域経済循環（平成25年）

出典：地域経済分析システム（RESAS）地域経済循環マップ－地域経済循環図

地域経済循環率

96.4％

1. 産業の現状
（9） 地域経済循環



• 全国の中央値に比べて、 「雇う力」 （従業員数）、「健全経営力」（実質債務償還年数）が高い。
• 一方、「稼ぐ力」（ROA）（労働生産性）、「伸びる力」（設備投資）、「持続する力」（売上高） が低い。

中小・小規模企業財務比較（平成27年）

注：産業指定は全ての大分類
出典：地域経済分析システム（RESAS）地域経済循環マップ－中小・小規模企業財務比較

※指標の評価（1～5）は、全国の中央値を「3」として
算出された値です。指標の評価が 0 のときは、
データが存在しないか、秘匿値となっています。

1. 産業の現状
（10） 中小・小規模企業財務比較



業種別出願件数（県内上位10業種）

特許出願 商標出願

県内順位 特許件数 業種 県内順位 商標件数 業種

1 125.3はん用機械器具製造業 1 38.3食料品製造業

2 85.3化学工業 2 31.7化学工業

3 34.7生産用機械器具製造業 3 18.7繊維工業

4 26.3学校教育（大学等） 4 13.3織物・衣服・身の回り品小売業

5 25.3プラスチック製品製造業 5 12.3その他の卸売業

6 14.3金属製品製造業 6 12.0飲食料品卸売業

6 14.3電気機械器具製造業 7 11.0飲食料品小売業

8 11.3業務用機械器具製造業 8 9.5生産用機械器具製造業

8 11.3電子部品・デバイス・電子回路製造業 9 9.3パルプ・紙・紙加工品製造業

10 8.3繊維工業 10 9.0情報サービス業

業種別（全産業）出願件数（3ヵ年平均値）と県内順位

注：出願件数は、3ヵ年（平成26年～28年）平均値
出典：特許庁普及支援課

• 県内で最も出願件数が多い業種は、特許出願が「はん用機械器具製造業」、商標出願が「食料品製造業」である。

（単位：位・件）

2. 知的財産に関する現状
（1） 業種別出願件数と県内順位



2. 知的財産に関する現状
（2） 特許等の発明者数・創作者数

発明者数（特許）および創作者数（意匠）

• 発明者数（特許）は、年々減少し平成28年度には1,845人となった。
• 一方、創作者数（意匠）は増加している。

平成26年 平成27年 平成28年
全国順位

（平成28年）

発明者数
（特許）

2,130 1,878 1,845 27

創作者数
（意匠）

293 293 356 20

香川県
（人）

2,130 
1,878 1,845 

293 293 356 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

平成26年 平成27年 平成28年

発明者数 創作者数

（単位：人・位）

出典：特許行政年次報告書〈統計・資料編〉2017年版



2. 知的財産に関する現状
（3） 地域団体商標の取得団体及び地理的表示保護制度の登録団体

◆地域団体商標の取得団体（平成29年11月30日までに登録されたもの）

地域団体商標 団体名 所在地

1 庵治石

讃岐石材加工協同組合 香川高松市牟礼町牟礼2625番地18

庵治石開発協同組合 香川高松市庵治町6391番地176

協同組合庵治石振興会 香川高松市庵治町230番地1

2 讃岐牛
香川農業協同組合 香川高松市寿町一丁目3番6号

香川食肉事業協同組合連合会 香川高松市郷東町587番地197

3 ひけた鰤 引田漁業協同組合 香川東かがわ市引田2661番地44

4 伊吹いりこ 伊吹漁業協同組合 香川観音寺市伊吹町3番地1

5 小豆島オリーブオイル
特定非営利活動法人小豆島オリーブ
協会

香川小豆郡小豆島町苗羽甲1356-4

• 香川県内では、地域団体商標を5件（8団体）取得し、地理的表示（GI）保護制度の登録産品は1件（1団体）である。

出典：特許庁ホームページ地域団体商標MAP

◆地理的表示（GI）の取得団体（平成29年12月15日までに登録されたもの）

地理的表示（GI） 団体名 所在地

1 香川小原紅早生みかん 香川農業協同組合 香川高松市西の丸町14番7号

出典：農林水産省ホームページ 地理的表示(GI)保護制度の登録産品一覧



知的財産権
活用事例集

2016
掲載企業

出典：特許庁「知的財産権活用事例集2016」

• 平成27年以後、知財功労賞を受賞した県内企業はない。知的財産権活用事例集2016に掲載された企業は１社である。

企業名 業種 所在地 企業概要及び特徴

髙木綱業株式
会社

化学・プラ
スチック・材
料

香川高松市林
町278-１

船舶用の繊維ロープを中心に開発・製造しているメーカーである。特許を
取得し自社技術を武器に競争力を高め顧客ニーズに応えられるよう納品
後も電話や訪問によるアフターフォローを行っている。顧客ニーズから今ま
でにないロープを開発 今後を見据え国際標準化を目指している。

2. 知的財産に関する現状
（4） 国による表彰企業リスト

知財功労賞
表彰企業

（平成27～29年）

企業名 表彰概要

該当企業なし

出典：特許庁ホームページ



2. 知的財産に関する現状
（5） 企業や大学研究機関等における研究開発費

• 香川県内大学研究機関等の研究開発費の推移では、香川大学が最も高い。年度毎に増減を繰り返している。

大学研究機関等の研究開発費の推移

機関名 年度
共同研究 受託研究 合計

件数
受入額
(千円)

件数
受入額
(千円)

件数
受入額
(千円)

香川大学 平成23年 71 97,314 114 215,884 185 313,198

平成24年 80 95,353 94 188,519 174 283,872

平成25年 91 120,048 109 247,778 200 367,826

平成26年 98 142,236 104 185,053 202 327,289

平成27年 119 166,955 127 212,699 246 379,654

香川高等専門学校 平成23年 27 9,243 7 5,735 34 14,978

平成24年 22 7,740 3 2,853 25 10,593

平成25年 21 8,084 5 5,766 26 13,850

平成26年 17 7,239 2 1,200 19 8,439

平成27年 23 10,337 4 5,190 27 15,527

香川立保健医療大
学

平成23年 1 400 1 400

平成24年 1 400 1 400

平成25年 2 1,400 2 1,400

平成26年 2 1,900 2 1,900

平成27年 1 3,000 1 400 2 3,400

四国学院大学 平成23年 3 1,091 3 1,091

平成24年 2 892 2 892

平成25年 2 1,100 2 1,100

平成26年 4 1,850 4 1,850

平成27年 1 150 3 1,430 4 1,580

香川短期大学 平成23年

平成24年 2 1,168 2 1,168

平成25年 1 739 1 739

平成26年 1 2,100 1 2,100

平成27年 1 1,512 1 1,512

大学研究機関等の研究開発費の推移（上位5大学）

（単位：千円）

出典：文部科学省「大学等における産学連携等実施状況について」平成23年～平成27年

（単位：件）
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機関名
国公私
種別

大学・
短大等
分類

特許出願
件数

特許権実施等
件数

特許権実施等
収入

特許保有
件数

実施許諾中
特許権数

ランニング
ロイヤリティ収入

のあった特許権数

香川大学 国立 大学 51 89 6,301 311 56 67

香川高等専門学校 国立 高専 3 6 829 36 3 2

• 香川大学は、全国318機関中、特許権実施等収入で50位となっている。

大学等における産学連携の実施状況について（平成27年度）
（単位：件・千円）

2. 知的財産に関する現状
（6） 産学連携等の実績

出典：文部科学省「平成27年度 大学等における産学連携等実施状況について」



大学名 部署 知的財産教育に関する取組概要等

香川大学 社会連携・知的財産
センター

学内における知的財産教育及び啓発活動として、知的財産に関する専門家を講師
としたセミナーを開催している。また、工学部の４年生を対象として知的財産に関する
科目「特許戦略」（半期８回）を実施している。

香川立保健医療
大学

保健医療学部 カリキュラムに知的財産法がある。

知的財産教育に力を入れている大学等

• 知的財産教育に力を入れている教育機関として、以下のような機関がある。

2. 知的財産に関する現状
（7） 知的財産教育に力を入れている教育機関

出典：各大学ホームページ



特許及び実用新案出
願件数

「新・せとうち田園都市創造計画」に基づき、県内企業の競争力の源泉となる研究開発力強化を重点
的に支援するとともに、知的財産の創造・保護・活用などを支援し、イノベーションを促進する。これに
より、平成30、31年度の2年間における県内の特許及び実用新案出願件数1,120件を目指す。

成長のエンジンとなる
分野における先進的な
優れた支援事例

「香川県産業成長戦略」に掲げる香川経済の今後の成長エンジンとなる6つの分野において、知的財
産の創造・保護・活用などを支援し、平成30、31年度の2年間で、先進的な優れた知財支援事例を4
件創出する。

国際出願（ＰＣＴ出願）
件数

海外展開における知的財産対策の重要性に鑑み、「香川県産業成長戦略」に基づく「海外市場に挑
む企業の事業展開の支援」において知的財産の創造・保護・活用などを支援し、平成30、31年度の2
年間における国際出願（ＰＣＴ出願）件数125件を目指す。

出典：特許庁普及支援課

県の特色を踏まえた平成３１年度までの目標

• 香川県の特色を踏まえた平成31年度までの目標は以下の通りである。

2. 知的財産に関する現状
（8） 県の特色を踏まえた平成31年度までの目標



出典：各機関のホームページ

• 香川県内の知的財産に関する主な支援機関には以下のようなものがある。

3. 支援機関

名称 所在地 連絡先 支援概要

1 知財総合支援窓口
（公財）かがわ産業支援財団内
高松市林町2217-15

TEL087-867-9577
FAX087-867-9365

知的財産に関わる様々な専門家や支援機関と共同
して、中小企業等の知財に関する課題解決を図るワ
ンストップサービスを提供する。

2
香川県知的所有権センター
（公財）かがわ産業支援財団

高松市林町2217-15 TEL087-869-9004 知財に関する講習会や訪問指導、特許流通、外国出
願支援に関する各種相談指導等を行う。

3 （一社）香川県発明協会
高松市林町2217-15 TEL087-867-9332

FAX087-867-9365
発明奨励、発明工夫展や教室の開催による創造性
開発、知的財産権の指導、支援等地域産業の支援を
行う。

4 （公財）かがわ産業支援財団
高松市林町2217-15 TEL087-840-0348

FAX087-869-3710
新産業の創出、地域企業の経営基盤の強化、産業
技術の高度化、科学技術の振興等を図るため総合的
な支援事業を行う。

5
日本知的財産仲裁センター
四国支所

高松市丸の内2-22 TEL087-822-3693
FAX087-823-3878

知的財産の紛争処理等を裁判によらずに調停、仲裁
等により解決を行う。

6
（一財）四国産業技術・振興
センター

高松市丸の内2-5 TEL087-851-7025
FAX087-851-7027

四国国内の企業の課題についてイノベーションコー
ディネーター（知的財産に関する専門家も登録）が相
談に応じる。

7 香川県中小企業団体中央会

高松市福岡町2-2-2-401
香川県産業会館4階

TEL087-851-8311
FAX087-822-4377

ものづくり中小企業・小規模事業者が実施する試作
品の開発や設備投資等のほか、革新的な販売方法
やサービスの新事業創出に要する経費の一部補助等
を実施する。

8 香川県商工会連合会
高松市福岡町2-2-2-301
香川県産業会館3階

TEL087-851-3182
FAX087-822-4957 

専門的・実践的な技術や技能について、深い知識及
び技能を有する専門家を、要請に応じて直接派遣し
ている。



日本知的財産仲裁センター四国支所

知的所有権センター（公財）かがわ産業支援財団

（高松市/香川県）

知財総合支援窓口

（公財）かがわ産業支援財団

（一社）香川県発明協会

（一財）四国産業技術・振興センター

3. 支援機関

出典：白地図をもとにNTTデータ経営研究所にて作成

香川県中小企業団体中央会
香川県商工会連合会
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